
事業番号 0097

　　　　　　　　　　　　　平成２３年行政事業レビューシート　　　　(国土交通省)

事業名
奄美群島産業振興等に必要な経費
（奄美群島産業振興等補助金）

担当部局庁 国土政策局 作成責任者

事業開始・
終了(予定）年度 昭和29年度 担当課室 特別地域振興官

特別地域振興官
安栖　宏隆

会計区分 一般会計 施策名 政策目標４２　離島等の振興を図る

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
奄美群島振興開発特別措置法第６条第５項

関係する計画、
通知等

奄美群島振興開発特別措置法第三条に基づき鹿児島県が策定した奄美群島振興開発計画

事業の目的
（目指す姿を
簡潔に。3行程

度以内）

・地理的・自然的条件（外海離島・台風の常襲地帯）や歴史的経緯（昭和21年より昭和28年まで行政分離され米国軍政下）など、
奄美群島における特殊事情にかんがみ、その基礎条件の改善並びに地理的及び自然的特性に即した奄美群島の振興開発を図
り、もって奄美群島の自立的発展並びにその住民の生活の安定及び福祉の向上に資することを目的とする。

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

・奄美群島振興開発特別措置法第６条第５項に基づき、奄美群島の地理的・自然的特性その他の特殊事情により、奄美群島にお
いて国の補助を受けて行う必要があるものと認められるものについて、国は地方公共団体に対し補助を行うことができるとされて
いる。

・平成２２年度は、地方公共団体が行う非公共事業（①産業振興等地域資源活用、②奄美群島体験交流）の実施に要する経費の
一部を補助。
（補助率１／２，３／１０）

実施方法 □直接実施　　　　　　　□業務委託等　　　　　　　■補助　　　　　　□貸付　　　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

20年度 21年度 22年度 23年度 24年度要求

予
算
の
状
況

当初予算 257 256 239 304 556

補正予算 0 37 0

繰越し等 47 3 37

計 304 296 276

執行額 299 213 243執行額 299 213 243

達成度

執行率（％） 99% 72% 88%

成果指標 単位 20年度 21年度

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

活動実績

（当初見込
み）

箇所数
9 9 12 ―

(11)

％

22年度
目標値

（　　年度）

奄美群島の総人口

成果実績 122千人 121千人 120千人 114千人

単位当たり
コスト

20,285（22年度実績額／22箇所数） 算出根拠

費　目 23年度当初予算 24年度要求 主な増減理由

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 20年度 21年度 22年度 23年度活動見込

奄美群島産業振興等補助金 304.17 556.434 平成22年度の豪雨災害の教訓を踏まえ、既存施設の防災機能強化を集中的に

実施することによる増。

計 304.17 556.434

平
成
2
3
・
2
4
年
度
予
算
内
訳

※１  ※２ 



事業所管部局による点検

評 価 項　　　目 特記事項

目
的
・
予
算
の

状
況

○ 広く国民のニーズがあり、優先度が高い事業であるか。

○
国が実施すべき事業であるか。地方自治体、民間等に委ねるべき事業
ではないか。

○ 不用率が大きい場合は、その理由を把握しているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途

- 支出先の選定は妥当か。競争性が確保されているか。

○ 単位あたりコストの削減に努めているか。その水準は妥当か。

- 受益者との負担関係は妥当であるか。

- 資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

活
動
実
績

、
成
果
実
績

○ 他の手段と比較して実効性の高い手段となっているか。

○ 適切な成果目標を立て、その達成度は着実に向上しているか。

○ 活動実績は見込みに見合ったものであるか。

○ 類似の事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担となっているか

- 整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

点
検
結
果

・本事業の実施にあたっては、地方公共団体等による事業実施要望書提出時、事業実施計画提出時、交付申請時に地方公共団体等から
提出のあった補助金交付申請書等及び関係書類により実施方針や使途を把握しており、補助事業終了後、完了検査を実施することにより、
補助事業の目的に沿った効果的な使われ方になっているか確認を行っている。
・本事業においては予算要求・予算配分の前に、地元における事業計画を聴取した上で、地域の主体的・自立的な取組への発展性や事業
効果の観点から精査し、真に必要な事業に重点化を図っている。
・本事業は地理的・自然的条件（外海離島、台風の常襲地帯）、歴史的経緯（昭和21年から昭和28年まで行政分離）など奄美群島の特殊事
情にかんがみ、奄美群島振興開発特別措置法に基づき実施するものであり、相応の成果をあげている。これらの効果として奄美群島におけ
る総人口の減少傾向の悪化を抑制することを目標する成果指標については順調に推移しており、目標年度に目標値を達成できると見込ま
れる。
・一方で本土等との間に諸格差がいまだ残されており、引き続き、奄美群島の自立的発展を図るため、雇用機会の拡充や職業能力の開発
その他の就業の促進など、産業振興等に資する諸施策を実施していく必要がある。

予算監視・効率化チームの所見

抜
本
的
改
善
①
④

コスト縮減は図られているが、引き続き、国が支援を行う必要性及び本制度による支援を行う必要性を厳格に精査した上で、奄美
群島地域の主体的・自律的な取組につなげる政策目的に照らして真に必要なもの、効果の高いものから採択されるよう、採択基
準における優先順位の明確化を図るとともに、事業の重点化を図る。

上記の予算監視・効率化チームの所見を踏まえた改善点（概算要求における反映状況等）

雇用創出と災害対策の観点から効果の高い事業に重点化を図った。

補記　（過去に事業仕分け・公開プロセス等の対象となっている場合はその結果も記載）

※１「執行率」が低いのは、翌年度に繰越している予算が多いため。翌年度繰越額まで含めると、執行率は８４．２％
※２「執行率」が低いのは、翌年度に繰越している予算が多いため。翌年度繰越額まで含めると、執行率は９６．８％

・平成２２年度に実施した事業内容は以下のとおり。
①産業振興等地域資源活用（H２２：１１０百万円）：農産物流通機能強化事業
②奄美群島体験交流（H２２：１２９百万円）：観光拠点連携整備事業（繰越有り）

【予算科目】
・０８１　離島振興費
　・９５　奄美群島の振興開発に必要な経費　　　　　　　　　　　（H21年度予算）　　　（H21年度決算見込み）
　　・９５０５９－１８１５－１６　奄美群島産業振興等補助金　　　　２９２百万円　　　　　　　　　　２１２百万円



【補助】 【間接補助】

【間接補助】

C.奄美群島広域事務組合
             　　　　 1百万円

奄美群島産業振興
等補助事業（観光案
内板の設置等）

奄美群島産業振興
等補助事業
（農産物流通機能強
化事業　等）

国土交通省
　 243百万円

奄美群島産業振
興等補助事業の
指導及び助成

A.鹿児島県
　　243百万円

奄美群島産業振興
補助事業の指導及
び助成

B.市町村　　　8団体
　　　　　 242百万円

資金の流れ
（資金の受け
取り先が何を
行っているか
について補足
する）（単

位：百万円）



費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。費
目と使途の双方
で実情が分かる

ように記載）

A.鹿児島県 E.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

奄美群島産業
振興等補助金

奄美群島産業振興等補助事業の指
導及び助成

0.4

計 0 計 0

B.奄美市 F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

奄美群島産業
振興等補助金

奄美群島産業振興等補助事業
（農産物流通機能強化事業　等）

106

計 106 計 0

C.奄美群島広域事務組合 G.

費 目 使 途 金　額 費 目 使 途 金　額費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

奄美群島産業
振興等補助金

奄美群島産業振興等補助事業
（観光案内板の設置　等）

1

計 1 計 0

D. H.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 0 計 0



支出先上位１０者リスト
A.市町村

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 奄美市 奄美群島産業振興等補助事業 106 - -

2 天城町 奄美群島産業振興等補助事業 42 - -

3 伊仙町 奄美群島産業振興等補助事業 33 - -

4 与論町 奄美群島産業振興等補助事業 25 - -

5 和泊町 奄美群島産業振興等補助事業 12 - -

6 徳之島町 奄美群島産業振興等補助事業 11 - -

7 宇検村 奄美群島産業振興等補助事業 10.7 - -

8 知名町 奄美群島産業振興等補助事業 2 - -

9

10


	0097

